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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

近年、インターネットが広く社会に浸透し、スマートフォンやタブレット端末等の

急速な普及やＳＮＳ※等によるコミュニケーションの多様化、ＡＩ※を活用した様々な

サービスの提供など、デジタルは私たちの生活に欠かせないものとなってきていま

す。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等により、社会全体ではテレワーク※や

リモート会議※の導入が広まるなど、デジタル技術を活用した働き方への大きな変化が

見られているところです。 

これらのことから、国では「新たな日常」の原動力として、従来の制度や組織の在

り方等をデジタル化に合わせて変革していく、社会全体のデジタル・トランスフォー

メーション（ＤＸ）※の取組が重要であるとの認識に基づき、令和２年（2020年）12

月に「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」を策定しました。 

その方針の中では、目指すべきデジタル社会のビジョンとして「デジタルの活用に

より、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現で

きる社会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」を示すとともに、自治体

が重点的に取り組むべき事項をまとめた「自治体ＤＸ推進計画」の策定に加え、デジ

タルの力で、地方の個性を活かしながら社会課題の解決と魅力の向上を図る「デジタ

ル田園都市国家構想」の打ち出しやデジタル庁の発足など、デジタル社会の構築に向

けた取組を着実に進めようとしています。  

このような状況を踏まえ、本市においても、様々な分野においてデジタル技術を活

用した行政サービスの提供に向けた取組を進める必要があり、また、半導体製造工場

の立地が決定し、今後、まちとして大きな転換期を迎えようとしている中で、ＤＸの

推進は大変重要なテーマであることから、これを迅速かつ着実に実行する「千歳市Ｄ

Ｘ推進計画」を策定し、デジタル化による新たなまちづくりに向けた取組を推進して

いきます。 

※印用語の解説については、Ｐ26以降の【用語集】を参照してください。 
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２ 計画の位置付け 

 本計画は、「千歳市第７期総合計画」を上位計画とし、本市におけるデジタル技術

の積極的な活用によるＤＸ推進に向けた考え方を示すものです。 

なお、本計画に基づくＤＸの推進にあたっては、第７期総合計画で定める「適正で

効率的な行政運営の推進」に向けた取組を進めるため、行政改革に関する重点項目等

を決定している「千歳市行政改革基本方針」をはじめ、国の「自治体ＤＸ推進計画」

や「デジタル田園都市国家構想」、北海道の「Society5.0※推進計画」など、デジタル

社会に向けた各種施策と整合等を図りながら進めることとします。 

 

  

 

３ 計画期間 

本計画期間は、令和６年度（2024年度）から令和８年度（2026年度）までの３年間

とします。 

国

「適正で効率的な行政運営の推進」

北海道

自治体DX推進計画

デジタル田園都市
国家構想

千歳市第７期総合計画（2021～2030）

千歳市
行政改革基本方針

北海道Society5.0
推進計画

千歳市DX推進計画

2016 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

（Ｈ28） （Ｒ元） （Ｒ２） （Ｒ３） （Ｒ４） （Ｒ５） （Ｒ６） （Ｒ７） （Ｒ８） （Ｒ９） （Ｒ１０） （Ｒ１１） （Ｒ１２）

北海道

年次

千歳市

国

千歳市第７期総合計画 基本構想 2021 - 2030

自治体ＤＸ推進計画 2021  - 2025

デジタル田園都市国家構想 総合戦略 2023 - 2027

北海道Society5.0推進計画 2021  - 2025

千歳市行政改革基本方針 H28.11策定 R3.9改訂

千歳市DX推進計画 2024  - 2026
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４ 推進体制 

デジタル技術を活用した一層の市民サービスの向上や業務効率化を図るため、千歳

市行政改革推進本部を柱とした庁内推進体制を構築するとともに、専門的な知見を有

する外部人材や関係機関等と連携し、本市のＤＸを総合的に推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【庁内推進体制】 

※令和５年 11月現在 
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５ 進捗管理 

本計画を着実に推進するため、毎年度、千歳市行政改革推進本部会議において取組

状況の確認等を行います。なお、デジタル化の更なる進化等により、新たな対応が必

要となった場合は修正・見直しを検討します。 

また、本計画においては、国際社会の持続可能な開発目標として平成 27年（2015

年）の国連サミットにおいて採択された、ＳＤＧｓ※の 17目標の達成にも貢献できる

よう取組を推進していきます。 
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６ 国の情報化施策 

■デジタル・ガバメント※実行計画（平成 29年度（2017年度）～令和３年度

（2021年度）） 

官民データ活用推進基本法の成立に伴い、デジタル宣言・官民データ計画の重点分

野の一つであるデジタル・ガバメント分野における取組について、平成 29（2017）年

５月に「デジタル・ガバメント推進方針」が策定されました。この方針では、行政内

部の効率化にとどまらず、国民・事業者等の利便性向上に重点を置き、行政の在り方

そのものをデジタル前提で見直すデジタル・ガバメントの実現を目指しており、当方

針を具体化した詳細計画として、平成 30年（2018年）１月には「デジタル・ガバメ

ント実行計画」が策定されました。 

この計画では、サービスデザイン※・業務改革（BPR）※の徹底や行政手続のデジタル

化、ワンストップサービス※の推進等により、安心、安全かつ公平、公正で豊かな社会

を実現できることを示すなど、行政のデジタル化の取り組みを加速させるための内容

となっていましたが、令和３年（2021年）に「デジタル社会の実現に向けた重点計

画」が改定されたことに伴い、その内容が吸収される形で廃止となりました。 

 

■デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針（令和２年度（2020 年度）～） 

国は、新型コロナウイルス感染症対応等を踏まえ、デジタル化による国民の利便性

向上を図るため、デジタル社会の目指すビジョンとして「デジタルの活用により、一

人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社

会」を掲げ、誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化を進めることとしました。 

 

■自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画（令和２年度

（2020年度）～） 

国は、「デジタル・ガバメント実行計画」における自治体関連の各施策について、

自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化するとともに、総務省及び関係省

庁による支援策等をとりまとめ、令和２年（2020年）12月に「自治体デジタル・トラ

ンスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」として策定しました。 
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■デジタル田園都市国家構想（令和３年度（2021年度）～） 

 国では、デジタルの力で地方の個性を活かしながら社会課題の解決と魅力向上を図

るものとして「デジタル田園都市国家構想」を打ち出し、「地方に都市の利便性を、

都市に地方の豊かさを」を実現することで、全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせ

る社会を目指しています。 

 

■デジタル庁の発足（令和３年度（2021年度）～） 

 新型コロナウイルス感染症対応の中で、国や自治体等におけるデジタル化の遅れが

浮き彫りとなったことや、省庁間や自治体間でのやりとりをスムーズに行うことなど

を目的として、令和３年（2021年）９月１日、国はデジタル庁を発足させました。    

デジタル庁は、日本の人々の幸福を何よりも優先し、国や自治体、民間事業者等の

関係者と連携して社会全体のデジタル化を推進する取組を牽引していくこととしてい

ます。 

 

■デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和３年度（2021年度）～） 

官民データ活用推進基本法（平成 28年法律第 103号）に基づき、令和３年（2021

年）に「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」が「デジ

タル社会の実現に向けた重点計画」へと全面改定されました。  

デジタル社会の形成のために国が迅速かつ重点的に実施すべき施策が明記されてお

り、デジタル社会の実現に向けた取組の全体像について、司令塔であるデジタル庁の

みならず、各府省庁の取組についても工程表等のスケジュールを明らかにし、各府省

庁がデジタル化のための構造改革や個別の施策に取り組み、また、それを世界に発

信・提言する際の羅針盤になるとされています。 令和３年（2021年）にデジタル庁

の発足に伴い改定が行われ、続いて令和４年（2022年）及び令和５年（2023 年）にも

改定されています。 
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７ 北海道の情報化施策 

■北海道 Society5.0 推進計画（令和３年度（2021年度）～） 

北海道では、平成 13 年度（2001年度）から順次「情報化推進計画」を策定し、道

民や自治体、民間事業者等と ＩＣＴ ※利活用の将来ビジョン等を共有しながら、道民

生活や産業分野等における情報化を計画的に推進してきたところですが、北海道が直

面する様々な課題に対し、未来技術を積極的に利活用し、地域、産業、そして道民生

活が根本から変わる新たな社会システムを実現するため、令和元年（2019 年）に「北

海道 Society5.0構想」を取りまとめました。 

また、構想の取りまとめと時期を同じくして、新型コロナウウイルス感染症の流行

に伴い、デジタル化を前提とした社会構造への変化の機運が急速に高まったこと、行

政のデジタル化の遅れが課題として浮き彫りになったことなどから、令和３年（2021

年）に「北海道 Society5.0 推進計画」を策定しました。 

計画では、「北海道総合計画」の目指す姿『輝きつづける北海道』及び「北海道

Society5.0構想」で描いた『未来技術を活用した活力にあふれる北海道』の実現に向

け、「暮らし」、「産業」、「行政」の 3つの分野に加え、横断的視点として「デー

タの利活用」、そしてそれらを支える「基盤整備」を施策の柱として取組を推進する

こととしています。 
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８ デジタル化に関する社会の動向 

■全国のスマートフォン等保有率 

総務省による令和４年通信利用動向調査報告書によると、固定電話、パソコン等の

世帯保有率は年々低減している一方、スマートフォンの世帯保有率は着実に伸びてお

り、令和４年（2022年）には、ついに 90％に達しました。スマートフォンが急速に普

及したことにより、時間や場所を問わず様々なサービス利用が可能となるなど、デジ

タル技術が身近になり、私たちの生活に欠かせないツールとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■テレワーク、リモート会議等「働き方」の変革 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、社会全体ではテレワークやリモート

会議の導入が広まるなど、デジタル技術を活用した「働き方」が大きく変化してお

り、国や自治体においても、行政ＤＸの必要性が非常に高まってきています。 

 

出典：令和４年通信利用動向調査報告書（総務省） 
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■市民意識調査の結果 

 

 

（１） 市民のインターネット利用時における機器の種別 

市民が自宅等においてインターネットを利用する際、主に利用する機器はスマート

フォン（75.2％）が最も高く、次いでパソコン（37.3％）、タブレット（16.0％）と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施地域 千歳市全域 

対象 千歳市に在住する 18歳以上の男女 

サンプル数 2,000名（住民基本台帳から無作為抽出） 

調査方法 対象者宛に郵送で配布し、郵送又はｗｅｂで回収（無記名） 

調査期間 令和５年６月 30日（金）～７月 20日（木） 

回収数 / 回収率 793票 /  39.7％ 

調査概要 
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年齢別に見ると、スマートフォンにおいては、18歳から 59歳では 90％を超えてお

り、60歳から 69歳においても 70％を超えるなど、幅広い市民がスマートフォンを利

用していることがわかりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）デジタル化を進めてほしい分野 

  

デジタル化を進めてほしい分野は

「健康、医療」（50.3％）が最も

高く、次いで「防災」（39.5％）

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※その他・・・・テレビ、ゲーム機 など 

年齢内順位 上位1位 上位2位 上位3位

18～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

（79） （87） （128） （131） （141） （227）

パソコン 45.6% 36.8% 45.3% 48.9% 41.8% 20.7%

スマートフォン 100.0% 97.7% 95.3% 91.6% 74.5% 37.4%

タブレット 25.3% 24.1% 19.5% 19.8% 15.6% 5.7%

その他 3.8% 3.4% 3.1% 1.5% 0.7% 0.9%

利用していない 0.0% 0.0% 1.6% 3.1% 12.8% 47.6%

項目

【その他】 

公衆 Wi-Fiの拡大 

公共施設 など 

【年齢別】 
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（３）デジタル化を望む行政サービス 

デジタル化を望む行政サ

ービスは、「市役所手続

きのオンライン化」

（46.7％）、「窓口の混

雑、待ち時間解消」

（45.4％）が高い結果と

なりました。 

 

 

■市内事業者におけるＤＸ推進の課題等 

 令和５年（2023年）８月に実施した「雇用需要等調査（調査対象：本市に所在する

企業で、千歳商工会議所会員を中心とした 1,163事業所 回収率 28.1％）」による

と、ＤＸ推進において障害となる課題等について、「ＤＸに関するスキル不足」や

「人材不足」等があげられ、特に従業員数が１００名以下の事業所において人材不足

が顕著となっていることがわかりました。 

Ｑ 貴事業所が、ＤＸを推進するにあたり、障害となっていることはありますか 

 

■従業員 50名以下      ■従業員 51～99名      ■従業員 100名以上 

【その他】 

・高齢者へのサポート 

・医療機関の改革 など 
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第２章 基本的事項 

１ ビジョン（将来目標） 

 本計画では、本市におけるＤＸの取組を着実に推進し、デジタルの活用により市民

の誰もが住みよく、安全で安心できる魅力的なまちづくりを目指すため、次のビジョ

ンを掲げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 基本目標 

 本計画で掲げるビジョン「デジタルで暮らしをより便利に 未来を楽しむまち ち

とせ」の達成に向け、以下の４つの基本目標を定め、あらゆる分野におけるデジタル

技術を活用した e取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

図挿入（暫定） 

 

 

 

 

 

 

デジタルで暮らしをより便利に 未来を楽しむまち ちとせ 
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■基本目標１ 「市民サービスの向上」 

社会全体のデジタル化が急速に進む中、高度・多様化する市民ニーズに対応するた

め、様々な行政サービスにおいてＡＩやスマートフォン、タブレット等のデジタル技

術を積極的に活用したＤＸを推進することで、市民がデジタル化による利便性を実感

できるような取組を推進します。 

 

■基本目標２ 「持続可能な行政運営」 

国による「自治体ＤＸ推進計画」等に基づき、ＡＩやＲＰＡ※等を活用した業務効率

化を進めるとともに、情報システムの標準化・共通化にあわせ、業務の在り方を再考

し、フローの見直しや精査を行うなど、業務改革（ＢＰＲ）の取組を積極的に推進

し、将来にわたり安定的な行政運営が可能となるような取組を推進します。 

 

■基本目標３ 「地域社会の活性化」 

デジタルを活用した地域社会の活性化に向け、観光、商工業、農林業等、各産業に

おけるＤＸの取組や支援、市内における情報通信基盤の整備等を行い、地域全体でデ

ジタルに触れる機会をより多く創出する取組を推進し、デジタル化の恩恵を幅広い市

民が享受できる地域社会の実現を目指します。 

 

■基本目標４ 「安心安全なまちづくり」 

市のホームページやＳＮＳ等を活用し、災害やサイバー犯罪※対策等、市民の安全に

関する情報の積極的な発信など、年齢、性別等に関わらず、デジタル技術の活用によ

り、あらゆる市民がそれぞれのライフスタイルやニーズにあったゆとりと安心を兼ね

備えた心豊かな暮らしができるような取組を推進します。 

 

  

 



14 

 

第３章 取組事項 

１ 取組の体系図 

ビジョン
（将来目標）

基本目標 取組分野 取組イメージ

子育てアプリの導入

オンライン手続きの拡大

デジタルデバイド対策の充実

ＩＣＴによる障がい者支援

デジタルによる健康・医療の充実

オンライン手続きの推進

ＡＩ等の活用による公共交通

快適なバス利用環境

カーボンニュートラルの推進

ごみ収集のデジタル化

除排雪情報等の公開

水道・下水道事業のデジタル化

ＡＲ解説、音声ガイド等の活用

文化財のＰＲ・情報発信

小中学校におけるＩＣＴ環境の整備

教員のICT活用能力の向上

窓口サービスの向上

各種申請等のオンライン化

マイナンバーカードの普及促進

自治体システムの標準化・共通化

キャッシュレス決済の推進

オープンデータの推進

ＡＩ・ＲＰＡの活用

行政事務の電子化の推進

庁内ＬＡＮの無線化

ＤＸ技術を活用した観光プロモーション

事業者へのＤＸ支援や情報提供

スマート農業の推進

スマート林業の推進

Wi-Fi環境の整備

先進情報通信技術の活用

防災・災害対策の充実

災害時等におけるドローンの活用

わかりやすい行政情報の発信

防犯、サイバー対策

　１３　防災

　１４　情報発信

　１０　観光・商工業

デ
ジ
タ
ル
で
暮
ら
し
を
よ
り
便
利
に
　
未
来
を
楽
し
む
ま
ち
　
ち
と
せ

　■基本目標１

　　市民サービスの向上

　１　子育て

　２　福祉・介護

　３　健康・医療

　４　公共交通

　５　環境

　６　道路・水道・下水道

　７　文化・歴史

　８　教育

　■基本目標２

　　持続可能な行政運営
　９　行政運営

　■基本目標３

　　地域社会の活性化
　１１　農林業

　１２　情報インフラ

　■基本目標４

　　安心安全なまちづくり
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２ 取組内容 

■基本目標１ 「市民サービスの向上」 

【現状と課題】 

○子育て分野では、共働き世帯の増加などにより、市役所へ来庁せず各種行政手続

きが可能となるオンライン化の推進など、子育て家庭の負担を軽減する取組が求

められています。また、子育て世代はデジタルに慣れ親しんだ世代でもあること

から、子育て家庭において利用率の高いスマートフォン等を活用した子育て支援

の取組が必要となっています。 

○福祉・介護分野では、デジタル化を進めるうえで、スマートフォン等の操作に不

慣れな方や障がいのある方などへの支援や配慮等が求められており、デジタルの

恩恵が受けられる方と受けられない方との間に格差が生じないような取組が必要

となっています。 

○健康・医療分野では、平均寿命が延伸し「人生１００年時代」を迎える中、健康

に過ごすことができる期間である健康寿命をより一層伸ばしていくことが求めら

れており、デジタル技術の活用により、市民の健康づくりを効率的かつ効果的に

推進・支援していく必要があります。 

○公共交通、道路・水道・下水道分野では、市民誰もが、快適で安心して暮らせる

まちづくりを進めるため、公共交通の充実や生活の基盤となる社会インフラの整

備が重要であり、これらを維持・管理する人材の不足や技術継承、老朽化施設の

加速度的な増加などの課題を、ＡＩ等のデジタル技術を活用した取組により解決

することが期待されています。 

○環境分野では、国が策定した「グリーン成長戦略」において、グリーンとデジタ

ルは密接な関係にあるとされており、脱炭素と合わせたＤＸの取組が求められて

います。本市においても、令和４年（2022年）２月に「千歳市ゼロカーボンシテ

ィ宣言」を表明し、カーボンニュートラル※の取組を推進していることから、デジ

タル技術を活用した快適な生活環境を目指す必要があります。 

 ○教育分野では、国が進める「GIGAスクール構想」の実現に向けて、デジタルを活

用した小中学校における充実した学習環境への対応が求められているほか、文

化・歴史分野では、本市が持つ文化財を将来にわたり保存・活用、継承していく
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ことが重要であり、より多くの市民等にその内容や価値について、デジタルを活

用し、魅力的かつわかりやすく発信していく取組が必要となっています。 

 

 

 

 

 

▶取組分野１ 子育て 

「妊娠から出産、子育て期まで、切れ目のない子育て支援の充実」に向け、スマー

トフォン等を活用した様々なサービスの提供を推進します。 

【取組イメージ】 

① 子育てアプリの導入 

それぞれのライフステージにおいて必要となる情報の「子育てアプリ」を通じた

プッシュ型通知※など 

 

② オンライン手続き※の拡大 

子育て関連イベント等の申込、相談予約、各種申請等に係る手続のオンライン化

など 

▶取組分野２  福祉・介護 

今後、更に進むことが予測されるデジタル社会において、高齢者や障がいのある人

が安心して暮らし続けることができる環境づくりを目指します。 

【取組イメージ】 

① デジタルデバイド※対策の充実 

スマートフォンの操作方法や市のＳＮＳ、アプリ等の使い方等を学べる講座等の

開催など 

 

② ＩＣＴによる障がい者支援 

デジタル障害者手帳「ミライロ ID」やタブレット等を活用した遠隔手話サービス

の活用など 
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▶取組分野３  健康・医療 

健康に関するデータ等の活用により、市民一人ひとりの生活習慣や行動を改善する

など、健康寿命を延ばすことにつながる取組を推進します。 

【取組イメージ】 

① デジタルによる健康・医療の充実 

会話に不自由な聴覚・言語機能障がい者に対し、インターネットを利用した 119

番通報サービスの提供や健康相談チャットボット※の導入など 

 

② オンライン手続きの推進 

各種集団健診予約システムの導入検討や、マイナンバーカード※を利用した健診結

果等との情報連携など 

▶取組分野４  公共交通 

社会情勢の変化や多様化する市民ニーズ等を踏まえ、デジタル技術を活用した誰も

が快適で使いやすい公共交通の充実に努めます。 

【取組イメージ】 

① ＡＩ等の活用による公共交通 

高齢化等による路線バスの運転手不足の対応として、ＡＩオンデマンド※交通や自

動運転の実証実験など 

 

② 快適なバス利用環境 

バス停ごとの運行状況や運賃、目的地到着時刻等が検索できる路線バス運行情報

配信システムの活用など 

▶取組分野５  環境 

カーボンニュートラルやＧＸ※の推進に向け、省エネルギーの取組や効率的な廃棄物

処理の推進等、快適な生活環境の向上に努めます。 

【取組イメージ】 

① カーボンニュートラルの推進 

省エネ対策や電子契約等によるペーパーレス化など 

 

② ごみ収集のデジタル化 

市公式ＬＩＮＥにおける「ごみ分別チャットボット」の活用や、大型ごみ受付の

オンライン化など 
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▶取組分野６  道路・水道・下水道 

道路や水道等の都市基盤の強靭性や利便性を確保するため、デジタル技術を活用し

て社会インフラの維持管理等における業務の効率化を図り、市民が安心して快適に

暮らせるまちづくりを推進します。 

【取組イメージ】 

① 除排雪情報等の公開 

ＧＰＳ※除雪情報システムの活用による除排雪情報の見える化など 

 

② 水道・下水道事業のデジタル化 

ＡＩを活用した水道管の老朽度評価の検討や下水道台帳の電子化など 

▶取組分野７  文化・歴史 

キウス周提墓群をはじめとする本市が持つ文化財等を、リアルとデジタルの活用に

より、国内外へ積極的に発信し、更なるまちの魅力向上を目指します。 

【取組イメージ】 

① ＡＲ※解説、音声ガイド等の活用 

展示室ＡＲ解説のバージョンアップや音声ガイドの多言語化など 

 

② 文化財のＰＲ・情報発信 

北海道デジタルミュージアムの活用など 

▶取組分野８  教育 

「主体的・対話的で深い学び」の実現に向け、デジタルを活用した効果的な学習指

導による学力向上を図るため、ＩＣＴ機器の整備、活用を推進します。 

【取組イメージ】 

① 小中学校におけるＩＣＴ環境の整備 

学習者用コンピュータや電子黒板等のＩＣＴ機器の計画的な整備・更新など 

 

② 教員のＩＣＴ活用能力の向上 

デジタルを活用したわかりやすい授業の実施に向けた、ＩＣＴ機器の活用能力向

上に関する各種取組など 
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■基本目標２ 「持続可能な行政運営」 

【現状と課題】 

 ○転入・転出手続きが多くなる３月から４月や確定申告期など、市役所窓口は混雑

による長い待ち時間が発生しているほか、手続きによっては複数の申請書を記載

する必要があるなど、窓口手続きにおける利便性の向上や負担軽減が求められて

おり、デジタル技術を活用した市民サービス向上の取組が必要となっています。 

○社会的に将来の労働力不足が見込まれている中、本市としても職員の人材確保は

大きな課題となっており、未来に向けて持続可能な行政運営を保持するため、デ

ジタル技術を活用した積極的な職員の業務効率化を進めていく必要があります。 

 

▶取組分野９  行政運営 

将来にわたり、安定かつ適正な行政運営が可能となるよう、ＩＣＴやデータ等を活

用した市民サービスの向上や職員の業務効率化を推進します。 

【取組イメージ】 

① 窓口サービスの向上 

手続きや待ち時間の短縮等に向けた申請書作成支援による「書かない窓口」の導

入や窓口混雑状況の公開など 

 

② 各種申請等のオンライン化 

証明発行や各種手続等のオンライン化の拡充やマイナポータル※の利活用など 

 

③ マイナンバーカードの普及促進 

行政サービス等におけるカード利活用に向けた新たな取組の検討など 

 

④ 自治体システムの標準化・共通化※ 

住民記録、税、福祉・介護等、自治体における主要 20業務の標準準拠システムへ

の移行、業務改革（ＢＰＲ）の推進など 

 

⑤ キャッシュレス決済※の推進 

証明書発行手数料や施設利用料等のキャッシュレス化の拡大など 
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■基本目標３ 「地域社会の活性化」 

【現状と課題】 

 ○観光・商工業分野では、令和５年（2023年）５月に、新型コロナウイルス感染症

の位置付けが「５類」へ見直されたことに伴い、国内外からの観光客は徐々に回

復傾向にあります。今後も多様化する観光ニーズやインバウンド需要等に対応す

るため、本市が持つ観光資源とデジタル技術を有効に活用した魅力ある観光プロ

モーションが求められています。また、市内事業者等が抱えるＤＸ推進における

スキルを持った人材の不足等の課題解決に向け、事業者等への支援やきめ細やか

な情報提供等が必要となっています。 

○農林業分野では、本市の豊かな自然環境をはじめとする地域資源の維持・管理に

おける人手の確保や負担軽減等の課題に対し、ＩＣＴやロボット技術等の活用に

よる作業効率の向上等が求められています。 

○情報インフラ分野では、社会的なデジタル需要の高まりにより、様々なデジタル

サービスを快適かつ便利に利用できる環境の整備が求められており、幅広い市民

等がデジタル化による恩恵をしっかりと享受できるような地域社会づくりが必要

となっています。 

【取組イメージ】 

⑥ オープンデータ※の推進 

様々なデータの利活用に向けた各種統計情報や行政データの公開など 

 

⑦ ＡＩ・ＲＰＡの活用 

ＡＩチャットボットの導入やＲＰＡの導入業務拡大など 

 

⑧ 行政事務の電子化の推進 

文書管理システムや電子決裁の導入による業務効率の向上やペーパーレス化など 

 

⑨ 庁内ＬＡＮ※の無線化 

庁内ネットワークの無線化や職員用業務端末の検討など 
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▶取組分野１０  観光・商工業 

デジタル技術の活用による観光客の利便性や魅力の向上、市内事業者への効果的な

ＤＸに関する情報の提供等を通じて、地域の活性化を図ります。 

【取組イメージ】 

① ＤＸ技術を活用した観光プロモーション 

ＡＩや人流データを用いた観光客の動向分析や、紙とデジタル技術を融合した情

報発信など 

 

② 事業者へのＤＸ支援や情報提供 

関係機関が実施するＤＸセミナーや支援制度、キャッシュレス決済に関する情報

提供の強化など 

▶取組分野１１  農林業 

ＩＣＴの積極的な活用により、高品質で安全・安心な農作物の生産や森林資源の確

保等、地域資源の維持、向上を図ります。 

【取組イメージ】 

① スマート農業※の推進 

自動操舵システム、ドローン※等「ロボット※、ＡＩ、ＩｏＴ※等の先端技術」を

活用した農業の支援など 

 

② スマート林業の推進 

ドローン、ＧＮＳＳ※測量等先進技術を活用した林業の効率化・省力化の促進など 

▶取組分野１２  情報インフラ 

デジタルを活用した地域社会の活性化に向け、情報通信基盤を整備し、幅広い市民

等がデジタル化の恩恵を享受できるよう取組を推進します。 

【取組イメージ】 

① Wi-Fi※環境の整備 

公共施設等における Wi-Fi環境の整備など 

 

② 先進情報通信技術の活用 

ＩｏＴやＡＩ、高度無線等の先進情報通信技術の活用や整備など 
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■基本目標４ 「安心安全なまちづくり」 

【現状と課題】 

 ○防災、情報発信分野では、近年、頻繁に起きている気象災害やいつ発生するか分

からない大規模災害、防犯や特殊詐欺対策等に対応するため、災害への備えや市民

の防災・防犯意識の向上が求められています。市民が安心して暮らせるまちづくり

を目指すため、デジタル技術を活用した、より迅速かつわかりやすい情報の発信が

必要となっています。 

 

 

▶取組分野１３  防災  

デジタル技術を活用した多様な情報発信、市民の情報収集手段の拡大に努め、災害

等に強いまち・ひとづくりを推進します。 

【取組イメージ】 

① 防災・災害対策の充実 

防災行政無線、市ホームページやＳＮＳ、避難所開設・混雑状況確認サービス等

を活用した災害情報の迅速な提供など 

 

② 災害時等におけるドローンの活用 

災害対応ドローンを活用した上空からの情報収集による災害発生状況や要救助者

の安否確認等の迅速化など 

▶取組分野１４  情報発信 

市公式ＬＩＮＥによる情報発信や新たなサービスの拡充など、ソーシャルメディア

を活用した行政サービスの充実に努めます。 

【取組イメージ】 

① わかりやすい行政情報の発信 

市ホームページやソーシャルメディア、アプリ等によるプッシュ型通知の拡充な

ど 

 

② 防犯、サイバー対策 

関係機関等と連携した不審者や特殊詐欺に関する迅速な情報発信など 
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第４章 デジタル人材の育成 

１ 市民・事業者等の人材育成支援 

  国では、「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」（令和２年（2020年）

12月 25日閣議決定）において、デジタル社会のビジョンとして「デジタルの活用

により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実

現できる社会」を掲げており、これにより「誰一人取り残さない、人に優しいデジ

タル化」を進めることとしています。 

  また、データ活用やデジタル技術の進化により、世界的にデータ等を活用した産

業構造の変化が起きつつあり、企業等の事業者（以下、「事業者等」という。）が

競争上の優位性を確立するためには、組織として変革への受容性を高める必要があ

り、ＤＸに理解・関心を持ち、自分事として捉えていく必要があります。 

  これらのことから、本市としても市民や市内の事業者等におけるデジタルスキル

やＤＸリテラシー※の向上、ＤＸ推進への理解の深化等に向け、デジタル社会におい

て求められる人材育成等を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組事項】 

  ・市ホームページやＳＮＳ等による情報発信 

  ・デジタル活用支援推進事業（総務省）等を通じたデジタル機器の操作や、市

が提供するＳＮＳやアプリの利用方法等に関する講習会や講座の開催 

  ・関係機関等と連携した事業者向けセミナー等の開催 

  ・デジタル人材育成プラットフォーム（経済産業省）等の活用に向けた周知 
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２ 職員の人材育成 

 人口減少、少子高齢化等により、将来的な労働力不足が予測される中、総務省によ

る自治体戦略２０４０構想研究会の報告においては、「従来の半分の職員でも担うべ

き機能が発揮できる自治体への転換が必要」とされており、本市においても、デジタ

ル技術を活用した業務効率化を図り、人的資源を行政サービスの更なる向上につなげ

ていく必要があります。 

 そのためには、情報システム等を取り扱うために必要な知識や能力の習得、市民目

線であらゆる行政サービスをデザインし、デジタル技術やデータを活用し新たな価値

を創出することなどができる人材を育成することが求められています。 

 これらのことから、ＤＸの推進につながる職員のデジタル人材の育成について、

「千歳市人材育成基本方針」における目指すべき職員像や考え方等も踏まえながら取

組を推進します。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



25 

 

■市民目線のサービスデザイン 

 デジタル技術を活用したＤＸの取組を進めていく上では、単にデジタル機器・サー

ビスが操作しやすいだけではなく、これらの機器・サービスを通じ、市民の利便性の

向上や課題の解決、目的の達成が図られ、あらゆる市民がデジタル化の恩恵を享受で

きるような環境を整備していく必要があることから、「市民中心」のサービスデザイ

ン思考を育成します。 

 

■ＤＸマインド 

ＤＸの推進において最も重要となるのは、これまでの前提や慣習にとらわれず、 積

極的に変革しようという柔軟性を持った考え方に加え、データやデジタル技術を活用

する能力、業務にデジタルを取り入れる能力等であることから、ＤＸを正しく理解し

活用できる「ＤＸリテラシー」の向上を目指します。 

 

■デジタルスキル 

 ＤＸの推進には、デジタル技術の活用が必要であり、根幹として情報システム等を

取り扱うために必要な知識や能力が求められることから、デジタルによる効果を十分

に発揮できるスキルの習得を推進します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

【取組事項】 

  ・採用年数、役職段階に応じたＤＸ研修の実施（入庁時、昇任時など） 

・ＤＸ推進リーダーの育成（ｅラーニング※等によるカリキュラム受講） 

  ・ワーキンググループ※等によるＤＸ施策の検討 

 ・デジタル技術に関する資格取得助成制度の活用推進 

 



26 

 

【用語集（※印を付した用語の説明）】（アルファベット、かな順） 

 

 用 語 解 説 

Ａ ＡＩ（人工知能） 
Artificial Intelligence の略。人工的な方法に
よる学習、推論、判断など知的な機能の実現、あ
るいはそのための一連の基礎技術のこと。 

 ＡＲ（拡張現実） 
Augmented Realityの略。現実から得た画像や音
声等に対し、コンピュータが情報を更に付加して
提供する技術のこと。 

Ｄ 
ＤＸ（デジタル・トランス
フォーメーション） 

Digital Transformationの略。デジタル技術を
活用し、ビジネスや社会、生活の形・スタイルを
変革すること。 

 ＤＸリテラシー 
デジタル技術を利用するに当たって必要とされる
知識や能力のこと。 

Ｅ ｅラーニング 
パソコンやインターネット等を利用して教育を行
う学習形態のこと。 

Ｇ ＧＮＳＳ 

全地球航法衛星システム（Global Navigation 
Satellite）の略。アメリカの GPS、ロシアの
GLONASS、欧州委員会の Galileo、中国の BeiDou
の４つの衛星システムのこと。 

 ＧＰＳ 
人工衛星から発せられた電波を受信し、現在位置
を特定する技術のこと。 

 
ＧＸ（グリーン・トランス
フォーメーション） 

Green Transformationの略。化石燃料ではなく
太陽光発電等のクリーンなエネルギーを活用して
いくための変革や実現に向けた活動のこと。 

Ｉ ＩＣＴ（情報通信技術） 

Information and Communication Technology の
略。情報処理及び情報通信、コンピュータやネッ
トワークに関連する技術・産業・設備・サービス
等の総称のこと。 

 ＩｏＴ 
Internet of Thingsの略。身の回りのあらゆる
ものをインターネットにつなげ、相互に情報交換
する仕組みのこと。 

Ｌ ＬＡＮ 
Local Area Networkの略。限定されたエリアで
接続できるネットワークのこと。 
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 用 語 解 説 

Ｒ ＲＰＡ 

Robotics Process Automationの略。パソコン上
の規則性のある操作を認識・記録し、処理のルー
ルを定義した「シナリオ」に沿って、操作を自動
化するツールのこと。 

Ｓ ＳＤＧｓ 

Sustainable Development Goalsの略。国連総会
で採択された持続可能な開発のための 17の国際
目標のこと。169の達成基準と 232の指標が決め
られている。 

 ＳＮＳ 
Social Networking Service の略。人と人とのコ
ミュニケーションをサポートする会員制のサービ
スのこと。 

 Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０ 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現
実空間）を高度に融合させたシステムにより、経
済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心
の社会（Society）のこと。 

Ｗ Ｗｉ－Ｆｉ 
有線ではなく、無線通信を利用してデータ通信を
やり取りする仕組みのこと。 

オ オンデマンド 
ユーザが要求したタイミングでサービスが提供さ
れる方式のこと。 

 オンライン手続き 
インターネットを利用して、パソコンやスマート
フォン等から各種申請や届出等を行える手続きの
こと。 

 オープンデータ 
行政が所有する二次利用可能なデータを公開し、
誰でも利活用できるようにすること。 

カ カーボンニュートラル 

ＣＯ２の排出を全体としてゼロにすること。ＣＯ
２等の「人為的な排出量」から、植林、森林管理
などによる「吸収量」を差し引いて、合計を実質
的にゼロにすること。 

キ キャッシュレス決済 
紙幣や硬貨といった現金を使わずに、買い物等に
おける代金の支払いを行うこと。 

 業務改革（ＢＰＲ） 
Business Process Reengineeringの略。既存の
業務プロセス等を抜本的に見直し、全体的な解決
策を導き出すこと。 

サ サイバー犯罪 
コンピュータやインターネットを悪用した犯罪の
こと。 
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 用 語 解 説 

サ サービスデザイン 
サービスのみならず、サービスを継続的に実現す
るための仕組み等をデザインすることで新たな価
値を創出すること。 

シ 
自治体システムの標準化・
共通化 

各自治体の情報システムを定められた統一基準に
適合させ、令和７年度までに国が用意したクラウ
ド上に構築された標準準拠システムへ移行するこ
と。 

ス スマート農業（林業） 
ロボット、ＡＩ、ＩоＴ等の先端技術を活用した
農業（林業）のこと。 

チ チャットボット 
ユーザからのチャットによる問いかけに対して、
人の手を介さず自動応答する技術のこと。 

テ デジタル・ガバメント 
情報通信技術を使って行政サービスをより簡単に
利用できるようにすること。 

 
デジタルデバイド   
（情報格差） 

デジタル技術を利用できる人と利用できない人と
の間に生じる格差のこと。 

 テレワーク 

ＩＣＴを活用した、勤務場所や時間が限定されな
い働き方のこと。ワーク・ライフ・バランスの実
現や移動時間や交通費のコスト削減の効果があ
る。 

ト ドローン 
遠隔操作や自動操縦で飛行する無人航空機のこ
と。 

フ プッシュ型通知 
一人ひとりに合ったお知らせ等をサービス提供者
から個別に通知するサービスのこと。 

マ マイナポータル 

国が運営するオンラインサービスであり、子育て
や介護等の行政手続検索やオンライン申請がワン
ストップでできるほか、行政機関からのお知らせ
を受け取ることができるサイトのこと。 

 マイナンバーカード 

氏名、住所、生年月日、性別、マイナンバー（個
人番号）及び本人の顔写真が表示されたＩＣカー
ドのこと。身分証明書として利用できるほか、自
治体のオンライン手続き等の電子証明書を利用し
た電子申請など、様々なサービスに活用できる。 

リ リモート会議 
パソコンやスマートフォン、タブレット等を使っ
て離れた場所にいる相手と映像・音声のやりとり
や資料の共有などを行う会議のこと。 
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 用 語 解 説 

ワ ワーキンググループ 
特定の問題の解決や計画の推進のため設けるグル
ープのこと。 

 ワンストップサービス 
複数の行政手続等を行う際、１か所又は１回の手
続きで完結できるサービスのこと。 
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